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第11回 基本問題委員会 

      

     枝廣 淳子 

 

 省エネの目標（エネルギーの最終需要の目標）を 

エネルギー基本計画に明示するべき 
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①意識・行動レベルの高い層ばかりではない 
環境/エネルギー意識が高くなくても、 
 省エネ型の住まいに住むことになる 
 省エネ型の住まいを選ぶようになる 
 省エネ家電等に買い替える 
 省エネ（尐エネ）行動をとる 

 

②電力だけではなく、 
熱エネルギーの需要も抑制する 
 

③各家庭単位でなく、 
地域・まち単位での省エネのしくみ 
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冷暖房需要が大きい→断熱の重要性 
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（省エネ部会 轟木直孝氏の資料より） 

6 （省エネ部会 轟木直孝氏の資料より） 

7 （省エネ部会 轟木直孝氏の資料より） 8 
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ほとんどの 
住宅がこの 
区分 

日本の省エネ基準は1999年が最新。他国と異なり義務化もされていない 

総合資源エネルギー調査会省エネルギー部会政策小委員会（第１回）資料３を元に国環研AIM プロジェクトチーム作成 

 エコポイント（補助金）だけでは無理 

 

 自動車ならの省エネ（燃費向上）に効いているのは? 

 エコカー減税! 

 

エコ住宅減税を導入する 
（固定資産税の減税など） 
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■住宅・建築物の建設、売買、賃貸借時に取得・提示 
   を義務付け 
■ A～Gの7段階。既存建築物の平均はDランク 
■暖房や給湯にかかるコストの現状と改善の可能性、 
   省エネ性能を向上させるための費用対効果および 
     その手段、等についても記載 
 

■住宅・建築物の建設、売買、賃貸借時に取得・提示 
   を義務付け 
■A～Iの9段階。標準はE（250Kwh/㎡/Y） 
■リフォームが必要な建物には推奨するリフォーム 
  の内容、その効果が記載される 

出典：低炭素社会に向けた住まいと住まい方推進会議第1回資料3「住宅・検知器物の低炭素化に向けた現状と今後の方向性」より作成 

 イギリス  ドイツ 
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 中環審中長期ロードマップ小委員会コミュニケーション・マーケティングWG 
「生活者アンケート」から得られた採用理由を、回答数の多い順に上から並べたもの。

経済合理性 

（元が取れる、補
助制度、等） 

温暖化対策、将
来世代のため 

ノンエナジーベネ
フィットがある 

共通する採用理由 

割高でも元が取れる
と思う 

温暖化対策に役立
つ 

フィルター掃除機能
で手間が省ける 

エコポイントがあった
から 

値段が割高とは思わ
なかった 

省エネ型エアコン 断熱改修 

空気清浄機能で快
適になると思った 

結露が防げると思っ
たから 

室内の心地よさが向
上する 

防音効果があると
思った 

値段が高くても元が
取れる 

健康に良いと思った
から 

温暖化対策に役立
つ 

（出典）国土交通省 社会資本整備審議会住宅・宅地分科会 伊香賀専門委員発表資料 15 

（出典）村上周三 「健康・省エネ住宅のすすめ 断熱向上による温熱環境の改善がもたらす経済的便益」，健康・省エネ住宅推進議員連盟会
議 

断熱性能向上がもたらすEB・NEBの例 

① 居住者は光熱費削減（EB）以外にも各種のNEBを享受することが可能 

② 居住者以外のステークホルダー（住宅供給業者、行政等）にとっても、様々なNEB

が存在 

16 
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（出典）国土交通省 社会資本整備審議会住宅・宅地分科会 伊香賀専門委員発表資料 

健康増進効果を考慮した投資回収年数の変化 

 注）断熱・気密住宅における投資回収年数（新築の場合） 
 注）工事費用は断熱・気密化で余分にかかる費用を家族一人当たりに換算 

NEB（Non-Energy Benefit）を考慮した費用対効果の検討 

健康維持増進効果をリターンとして考慮すると、断熱性能向上の投資回収年数は
約25年→約16年に短縮 
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 買換え前  買換え後 

消費電力量  825kWh/年  200kWh/年 

省エネ電力量 675kWh/年 

節約料金 15,000円／年 

最新の省エネ型冷蔵庫：10数万円 

東京都江戸川区のNGO、５年分の節約料金を無利子で融資 

することで、買い替えを後押し 

家庭・家電向けESCOやリース制度など 

 「減らせばトクする」ようにするしかない 

 

 電気料金を「多く使えば高くなる」設定に 

※低所得層への配慮をした上で 

 

 ダイナミック・プライシング 

ピークカットなど、減らしてほしいときに減らせるように 
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 米サウスカリフォルニアエジソン社 

 色の変化から、最も高くなるピーク時のエネルギー

料金の開始時と終了時がわかる 

 120個、顧客に配布 

 ピーク時のエネルギー消費量を40％も削減 

 スマートメーター導入で、顧客は年に尐なくとも36万

5000トンの温室効果ガスの排出を減らせると推測 

 料金とのつながりの「見える化」が鍵 

 



2012/2/9 

6 

 

 さまざまな基準を見直す 

21 

 欧米諸国の多くは照度基準を500lx以下に指定 

IEA/OECD, LIGHT’S LOBOUR’S LOST Policies for energy-efficient lighting, 2006 

オフィス 教室 商店 

日本 750 300 500 

アメリカ・ カナ
ダ 

200-500 200-500 200-500 

フランス 425 325 100-1000 

ドイツ 500 300-500 300 

オーストラリア 160 240 160 

単位：lx 

業務用建物の一般的な照度基準 

22 出典：中央環境審議会中長期ロードマップ小委員会住宅WG発表資料 

① 日本の照度基準（JIS Z9110）の値は国際基準（ISO 8995）と比較し高い値 
② 特に店舗において、実際の照度はさらに高い可能性あり 

 

照度 

[lx] 

1,500 

500 

JIS Z9110 

事務所・店舗 
(750-1000lx) 

ISO 8995 

事務所・店舗 
(300-750lx) 

東京都における平成21年調査結果代表例 

1,000 

※東京都：省エネ型営業スタイル推進協議会資料 

家電量販店 
(1500-

2000lx) 

コンビニエンススト
ア 

(900lx以下) 

スーパー 

食品売場 
(1000-

1500lx) 

スーパー 

化粧品売場 
(1700-2000lx) 

～ ～ 
各種照度基準および東京都における照度の調査結果 

23 出典：中央環境審議会中長期ロードマップ小委員会住宅WG発表資料 

出所：みずほ情報総研「節電に対する生活
者の行動・意識調査(2)～家庭における節電
はどの程度定着したのか？～」2011,11.  

24 

出典：資源エネル
ギー庁「今夏の電力
需給対策のフォロー
アップ」について, 
2011.10. 

■家庭部門 

出典：中谷隼「東京電力管内における今夏
の電力需要減少の要因分析（2）」,東京財
団,2011.12.  

9月には7～8月や夏前に比べて 
取り組みが後退した可能性がある 
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家庭におけるエネルギー消費量の見通しについて 

スライド１０の家庭。 対策をしない場合には、
2007年比１９％もエネルギー消費量が増える とされているが、世帯数は２００７年と２０３０年

でほぼイコール。（スライド８） 

スライド３にあるように、家庭部門の
エネルギー消費量は、世帯数×エネ
ルギー原単位で計算されている。 

他方で、日本で
は一人暮らしが
増えており、世帯
あたりのエネル
ギー消費量は実
績では減ってい
る。（スライド４８） 
 
→なぜ増加？ 
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 せっかく集めてきた事業所ごとのエネルギー種別（電気・燃

料等）の使用量や原単位などのデータ収集をやめるのは×
（省エネの可能性が探れなくなる） 
 

 ピークカットに偏りすぎると省エネどころか増える? 
 

省エネルギー・新エネルギー部資料より 


